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地域脱炭素化促進事業について

第2回 せたな町ゼロカーボン推進協議会

2023年12月19日

資料2



１．地域脱炭素化促進事業に関する制度

本制度は、円滑な合意形成を図りながら、適正に環境に配慮した、地域のメリットにもつながる、
地域と共生する再エネ事業の導入を促進するものです。

出典：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定」・実施マニュアル（地域脱炭素化促進事業編） 2



２．地域脱炭素促進事業とは
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地域脱炭素化促進事業は、再エネを利用した地域の脱炭素化のための施設（「Ａ：地域脱炭素化
促進施設」）の整備及びその他の「Ｂ：地域の脱炭素化のための取組」を一体的に行う事業であって
、「Ｃ：地域の環境の保全のための取組」及び「Ｄ：地域の経済及び社会の持続的発展に資する取組
」を併せて行うもの、と定義されています。

Ａ

Ｃ

Ｂ

Ｄ

参考：「地域脱炭素に向けた改正地球温暖化対策推進法の施行に関する検討会 第３回」資料3、2021年10月、地方公共団体実行計画（区域施策編）策定」・実施マニュア
ル（地域脱炭素化促進事業編）



３．地域脱炭素化促進事業のイメージ
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・地域脱炭素化促進事業を通じて、地域の課題に応じて地域に貢献する再エネ事業を実施することにより、地域の
課題解決につながることが期待されます。

・それぞれの地域によって、地域の課題は異なり、また、地方自治体・地域住民が求める地域貢献策が異なること
から、協議会で地域の意向をくんだ上で、それぞれの事業に即した地域貢献を実践することが望ましい、とされてい
ます。

→せたな町及びせたな町ゼロカーボン推進協議会で、地域脱炭素化事業の事業計画の認定を進めていく。

出典：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定」・実施マニュアル（地域脱炭素化促進事業編）



３．地域脱炭素化促進事業のイメージ（地域の経済・社会の持続的発展に貢献する事例）

5出典：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定」・実施マニュアル（地域脱炭素化促進事業編）
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４．地域脱炭素化促進事業に関する制度のフローと各役割

点線部分を町及び
協議会で進める体
制作りが必要

出典：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定」・実施マニュアル（地域脱炭素化促進事業編）

具体的な推進体制に
ついては、「議事（2）」
にてご説明
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参考：地域脱炭素化促進事業の認定要件

出典：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定」・実施マニュアル（地域脱炭素化促進事業編）

＜地域脱炭素化促進事業計画の認定要件（法第22 条の２第３項）＞

• 地域脱炭素化促進事業計画の内容が地方公共団体実行計画に適合するものであること

• 地域脱炭素化促進事業計画に記載された地域脱炭素化促進事業が円滑かつ確実に実施され
ると見込まれるものであること

• その他地域脱炭素化促進事業計画の認定等に関する省令で定める基準に適合するものである
こと

●調整エリアで検討される事業は、以下の事項が求められる。（実行計画p.34,35）

・再生可能エネルギー施設の立地にあたっては、自然・社会環境へ配慮すべき事項が含まれ、地域関係者や関
係機関との調整が必要

・調整エリアに含まれている自然・社会環境に関する配慮すべき事項を十分に考慮

・適切な事業計画の検討、地域関係者や関係機関への十分な説明や調整、環境影響評価等の手続き、環境配慮
の検討、脱炭素や地域貢献の取組など

●地域の経済及び社会の持続的発展に資する取組として、以下の事項が求められる。（実行計画p.39参照）

・地域脱炭素化促進施設で得られた再生可能エネルギーの地産・地消を通して、地域活性化に資すること

・再エネ基金を活用して町内の再生可能エネルギーの活用促進等の取組に貢献すること

・地域脱炭素化促進施設で得られた再生可能エネルギーによる防災機能の強化等を通して、安全・安心なまち
づくりに資すること

・地域脱炭素化促進施設等を活用して環境教育・人材育成を図り、町民の脱炭素の取組に貢献すること

「せたな町地球温暖化対策実行計画 」の記載内容
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